
　連合神奈川は１１月５日

(金)「安心社会へ　新たな

チャレンジ　～すべての働

く仲間とともに〈必ずそば

にいる存在〉へ～」をメイ

ンスローガンに、代議員・

特別代議員・役員あわせて

１１８名の参加により第３３

回定期大会を開催した。今

次大会は、規模を縮小しワ

ークピア横浜とＷＥＢ参加

を併用して開催した。

　主催者を代表して吉坂会

長は「２０２２年から２０

２３年度の運動方針につい

てはＷｉｔｈ／Ａｆｔｅｒ

コロナにむけて、新しい運

動のスタイルを作り上げる

２年間としていかなければ

ならない」と述べ「①組織

拡大の取り組みを通じて、

働く者の雇用と生活を守る

基盤として、組織化されて

いない働く仲間に、労使関

係による波及力を拡げてい

く。そして集団的労使関係

の重要性を理解している私

達だからこそ、労働組合を

社会に浸透させていくアピ

ールを強めていかなければ

ならない。②ジェンダー平

等社会をめざして、男女平

等をはじめとして、一人ひ

とりが尊重された〈真の多

様性〉が根付く職場・社会

の実現に向けて取り組む。

③第４９回衆議院選挙は、

連合神奈川の推薦・支持候

補者１５名中半数以上の９

名の方々が比例当選も含め

て当選することができたが、

野党共闘という選挙戦がゆ
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安心社会へ　新たなチャレンジ
２０２２～２０２３年度運動方針などを決定

退任役員功労表彰えに、連合の政治方針から

すれば、多くの課題が顕在

化した」と組織拡大、ジェ

ンダー平等、政治課題につ

いてあいさつした。

　議案審議においては、林

事務局長から、第１号議案

の２０２２～２０２３年度

運動方針が提案され、満場

一致で可決・決定した。並

びに予算(第２号議案)、役

員選出(第３号議案)、ジェ

ンダー平等推進計画(第４号

議案)など全６議案が可決さ

れた。

　また、組織拡大功労表彰

として、２９組合８,４１５

名の組織拡大に尽力された

９産別が表彰された。

　最後に吉坂会長の「顔合

わせ、心合わせ、力合わせ、

の気持ちを忘れず連合運動

を作り上げていこう」と団

結ガンバロウで閉会した。
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役職名 氏　名 産別名 現・新 役職名 氏　名 産別名 現・新

1 会長 吉坂　義正 自動車総連 現 33 執行委員 遠藤　恭二 ゴム連合 現

2 会長代行 蓼沼　宏幸 自治労 現 34 執行委員 助川　一実 ＪＲ総連 現

3 副会長 小島　隆洋 電機連合 現 35 執行委員 須貝　雄一 全電線 現

4 副会長 髙橋　慎吾 自動車総連 現 36 執行委員 的場　信也 全水道 現

5 副会長 新　　　敦 ＵＡゼンセン 現 37 執行委員 髙宮　成昭 海員組合 新

6 副会長 小田　泰司 ＪＡＭ 新 38 執行委員 水野　　潔 全自交 現

7 副会長 政金　正裕 神教協 新 39 執行委員 指宿　悦子 ﾍﾙｽｹｱ労協 現

8 副会長 中島　康元 基幹労連 現 40 執行委員 山口　博幸 全印刷 現

9 副会長 近藤　　正 ＪＰ労組 新 41 執行委員 武田　庸夫 全国ガス 現

10 副会長 真崎　教邦 情報労連 現 42 執行委員 岩岡　耕司 交通労連 現

11 副会長 永井　貴康 ＪＥＣ連合 現 43 執行委員 稲垣　陽介 ＪＲ連合 現

12 副会長 亀﨑　友彦 運輸労連 現 44 執行委員 大賀　良太 全労金 現

13 副会長 佐藤　　誠 電力総連 現 45 執行委員 後藤　常康 サービス連合 現

14 事務局長 林　　克己 電機連合 現 46 執行委員 米崎　貴博 ｾﾗﾐｯｸｽ連合 現

15 副事務局長 金井　克之 電力総連 現 47 執行委員 前田　義徳 税関労連 新

16 副事務局長 阿部　嘉弘 自治労 現 48 執行委員 屋我　　勉 政労連 現

17 副事務局長 萩原　周子 自治労 新 49 執行委員 小島　　拓 国公総連 新

18 副事務局長 檜垣　明宏 神教協 現 50 執行委員 山本　圭一 印刷労連 現

19 会計監査 畑中　秀之 全印刷 新 51 執行委員 図斉　広樹 労済労連 現

20 会計監査 山神　徳幸 フード連合 現 52 執行委員 高見　彰良 ＮＨＫ労連 新

21 会計監査 永井　孝昌 政労連 現 53 執行委員 持宝　美宣 森林労連 現

22 青年局長 岩本　　淳 電力総連 現 54 特別執行委員 市川　敏行 連合神奈川 現

23 女性局長 今村　　玲 神教協 現 55 特別執行委員 高橋　卓也 横浜 ※

24 執行委員 佐藤　信也 電機連合 現 56 特別執行委員 渡部　堅三 川崎 ※

25 執行委員 佐俣　光男 自動車総連 現 57 特別執行委員 及川　政昭 三浦半島 ※

26 執行委員 佐藤　　洪 ＵＡゼンセン 現 58 特別執行委員 鈴木　　桂 湘南 ※

27 執行委員 中野　雅臣 自治労 現 59 特別執行委員 綿引　芳弘 県中央 ※

28 執行委員 滝上　佳延 ＪＡＭ 現 60 特別執行委員 大薗　克己 西湘 ※

29 執行委員 佐藤　　治 神教協 現 61 特別執行委員 川崎　晴彦 相模原 ※

30 執行委員 椹木　庸介 フード連合 現 62 特別執行委員 高澤　真吾 厚木愛甲 ※

31 執行委員 飯島　智幸 全駐労 現 63 特別執行委員 丸山　秀和 小田原・足柄 ※

32 執行委員 髙橋　廣康 私鉄総連 現

    氏名欄※については、総会以降変更あり

役員一覧

　連合運動の継承・次世

代リーダーの育成を目的

にした、連合運動塾を定

期大会終了後に開催した。

　第５回目となる今年は、

藤村博之 法政大学経営大

学院イノベーション・マ

ネジメント研究科 研究科

長(教授)を講師に『成果

の分配における労働組合

の役割－経営側とは異な

る論理で考える』と題し

て、「管理職が管理職と

しての役割を果たせるよ

うにすること。いいもの

を安く売っているから生

産性が低くなる」などの

提起をされ、企業の全体

最適を実現するには、労

働組合の力が必要だとま

とめられた。

 対面授業(第５回講座)

　連合神奈川役員が講師となり、大

学生の皆さんに「働くことやワーク

ルール」について講義する連合寄付

講座。関東学院大学では５年目の取

り組みとなった。

コロナ禍での大学での講義のあり方

が模索されている中、第４回までは

前年度同様にＺｏｏｍによるオンラ

インで授業を行った。

　１１月４日(木)第５回授業からは、

金沢八景キャンパスでの対面授業に

変更され、今年は約４０名の大学生

が受講する中で「労働組合の重要性

をはじめて知った」との感想レポー

トも多く、来年１月までの全１４コ

マで「働く現場で何が課題になって

いるのか」等をテーマに授業を行う。

政策制度要求、行政から回答

オンライン授業(第３回講座)

連合神奈川寄付講座開講中連合神奈川寄付講座開講中

第５回～連合神奈川運動塾～第５回～連合神奈川運動塾～

　１１月２４日(水)に神奈川県より「２０２２年度に向けた

政策・制度要求と提言」の回答を受領した。武井副知事は

「新型コロナウイルスは消滅したわけではないが、状況は

落ち着いており、県においても経済活動を促進していきた

い。政策制度要求は重要課題ばかりであり、厳しさもある

ができることはしっかり取り組んでまいりたい」と挨拶さ

れた。１２月～１月には同様に、政令指定都市の横浜市・

川崎市・相模原市、そして神奈川労働局から回答を受ける。


